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「病棟転換型居住系施設」に反対します！ 

長期入院の問題を患者のせいにするな！ 

 

5月12日、厚生労働省で開催された「 長 期 入 院 精 神 障 害 者 の 地 域 移 行 に 向 け た 具 体 的 方 策 に

係 る 検 討 会 (第 2回 )」 ヒアリングに当センター事務局長の山本深雪が呼ばれ、発言をしてきました。議題

は「退院意欲の喚起、本人意向に沿った支援等に関するヒアリング」となっていました。 

 

会議での発言内容（概要）

 

■退院支援意欲の喚起 

 「退院意欲の喚起」という言葉は、入院されている

方に失礼ではないかと思います。それは入院している

立場である私だったかもしれない方、それを Aさんと

してみると、A さんは「お願いですから家に帰らせて

ください」と何度訴えられたことでしょう。何度扉を

叩かれたことでしょう。その上で、何度戒められたこ

とでしょう。その度に薬や注射が増えるということを

体で学び身に付けていかれたことでしょう。そういう

時間の経過の中で、訴えなくなることを医療従事者の

方々は「沈静」と評価されてきたのではないでしょう

か。刺激を避けることを良しとし、情報を遮断し続け

る環境が提供されてきたのではないでしょうか。 

 私は、こうした退院を懇願した経験のある方が、検

討会の委員の中で半数を占めていない状況があるこ

とに少し違和感を持っています。 

 大きな問題の解決を、患者さんの「退院意欲の喚起」

に帰結していいとは思いません。国、あるいは病院、

地域社会に向けた「退院支援意欲の喚起」が、本質的

な焦点ではなかろうかと思います。 

病床を削減して、仮設ではない、プライバシーの守

られる、住居だと思える場所の提供が必要です。地域

住民の一人としての暮らしを保障していただきたい

と思います。 

 入院している空間の中では、持てないこと、しては

いけないこと、たくさんの禁止事項がありました。そ

の中で「退院できないんだよ。あんたは今はそういう

時期ではないんだよ」ということを何年、何十年と言

われ続けてきた方々に、「今は違うんだよ、すまんかっ

たな」とお伝えしていただきたいです。そして「これ

から退院してあなたらしい暮らしを作っていこうね」

という声かけを、時間をかけて、本人がそういう気持

ちになっていくような関わりをきちんとしていくこ

とが必要だと思います。 

さらに、これまで退院できない理由として、そのた

めの説得として使われてきた「家族が退院には賛成し

てくれないよね」「グループホームは今は空いていな

いからね」等のことに対して、予算計上が不可決だと

思います。 

 

■まだできることがある 

この検討会の議論の中で、一部委員の方から、「地域

移行が進んでいない」「残された時間がない」との発言

がありました。しかしこれらは、病棟転換型居住系施

設を認めるための根拠にはなりません。 

病院の中でスタッフの働きかけとしてできること

はしたと言える状況でしょうか。さらに、地域におい

てできることはしたと言える状況でしょうか。私たち

の目から見れば、病院間格差が非常に大きくあります。

地域間格差もとても大きくあります。また、地域コン

フリクトの状況で、グループホームの建設反対運動な

どに手を付けられないまま時間が流れてきているこ

となどが先決課題です。 

平均在院日数が 33 日という病院もあれば 2,500 日

を超える病院というのもあります。果たして、毎年あ

る「（病院での）2万人の死」と言われるのはどこで起

きているのでしょうか。これまでの退院支援員が多く

活動してきた市町村でしょうか。 

KSKS（人権センターニュース№117）第三種郵便物認可通巻 4616 号 2014年 8月 2 日発行 (3) 

 



 

3 

 

病棟転換により、「入院患者が減った」という数値を

つくることはできるでしょう。病床削減指針も乗切れ

るでしょう。でも、その流れでいくと、これまでの「2

万人の死」と言われるものは、「2万人の死」のまま続

くことでしょう。こうした課題に対する近道はない。

退院を支えていく本当の地域生活支援の人手への予

算計上こそが、着実な成功の道であると思っています。 

 

■すぐにすべきこと 

本当の地域での暮らしを実現させていくために必

要なことは、ご本人の不安の声に寄り添う人手、まだ

まだ足りていない地域生活支援に必要な人員に予算

配分をすることです。地域移行と定着支援事業の人材

を確保できるようにすることです。 

長期入院の方の退院支援については、長年、検討さ

れてきています。しかし、必要なこと、具体的にはソ

ーシャルワーカーやリハビリの支援のための人手。あ

るいはグループホームなどの人件費等に安定した予

算が付けられてきませんでした。また精神障害者の特

性として、サービスを利用する時と利用したくないと

思う時の波があるという、障害の特性を理解した予算

措置がされてきていないことも、支援センター等の利

用数が思ったように伸びなかったことの背景にある。  

精神障害者のホームヘルプサービス、グループホー

ムなどの退院後を支えるサービスがより手厚くなる

こと。そして、同じ病の体験や境遇を共有しているピ

アサポーターの関わりを継続して、充実させていく施

策が必要です。これまで長期の入院により、退院後の

暮らし、地域で暮らすことに対して自信が持てないと

感じている不安の声を出しておられる患者さんが、人

として地域で暮らしていくための自信を取り戻して

いく。そういう支援こそが充実させていかなくてはい

けないと思います。 

そうした問題を放置し、棚上げにしたままで病棟を

住む場にすることでは、それは退院でも、地域移行で

もない。やはり、利用者から見れば隔離と地域生活か

ら閉ざされた場所での収容の延長線にある。そのこと

に国の予算が使われていくとすれば、それは 1960 年

代に歩んだ同じ過ちの道に踏み出していくことにつ

ながると強く感じています。 

 

■病棟転換型居住系施設は反対です 

医療機関というのは、地域社会の 1つの社会資源で

す。病院敷地内での暮らしというのは、病院での暮ら

しであって、地域生活ではありません。病院は病気の

治療を提供していただく場です。 

 私たちは、地域生活というのは病者や障害者だけで

はない。あるいは施設職員だけに限定されない、様々

な年齢の方、幼な子や高齢の方まで、そして属性も

様々な方が住んでいる多様な住民世帯が生活する場

での暮らしを求めています。 

 その上で、世界に障害者権利条約の批准を表明した

日本ですので、有識者の代表が集まられているこの場

で、院内退院という形を選択することがないように願

っております。 

 

■意見が言えない訳がある 

 長期入院の方とお話をしていると、「本当は退院し

たいんです」と言われます。「退院したいんです」とス

トレートに言わずに、「本当は」と言葉を付けなければ

いけなかった背景には何があるのでしょうか。 

 また、長期入院の方とお話をしていると、「退院が不

安だ、このまま病院にいたい」という声を聞くことも

あります。それらの理由を伺っていると、職員に対し

て、患者から相談をしていくという関係が築かれてい

ないことが伝わってきます。聞くと「薬が増えるから」

とおっしゃいます。また、「家族と暮らすんだ」という

答えもとても多く聞かれます。それ以外にも方法があ

ることを御存じでないことが伝わってきます。お金が

ないということもよく聞きます。そのためには生活保

護や年金という制度があることも伝わっていないこ

とも多いです。食事の心配もよくされています。それ

らには、地域活動支援センター、グループホームやホ

ームヘルパーなどの社会資源や、お店で買うことがで

きるような世の中になっていることを御存じでない

方がおられます。 

 あるいは入院に至った家族との関係、近隣の関係の

ごみ出しなどに伴うトラブルの再開を恐れる声も聞

こえます。そうした日常生活に関する事柄も、ヘルパ

ーさんに頼めることも伝わっていないんだなと思う

ことが多くあります。地域でのサービスの中身を知ら

ない状態、情報を遮断された状態で、病棟で過ごして
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おられることが伝わってきます。 

 これらの話を聞いている中で、一人一人の患者さん

に対して継続して関われる利害関係のない、医療従事

者ではない、地域の第三者の権利擁護者の関わりがと

ても大事だと実感してきました。 

 

■大阪での精神科病棟への訪問活動について 

配布資料には、病院とのやり取りで変わってきた事

柄を記載しています。例えば、「職員の名前や写真を掲

示していただきたい」と伝えました。そのことに対し

て、病院から「詰所前に職員の写真と名前を掲示しま

す」「担当医師の写真も掲示しました」というお返事が

ありました。 

また、「退院のための相談窓口をきちんとしてほし

い」「情報提供をきちんとしていただきたい」と伝えた

際には、病院から「常勤の精神保健福祉士はより増員

を図りたい」「地域の社会資源についての情報提供が

病棟でできていなかったので、それらをできるよう努

めてまいりたい。将来的に数字目標を上げながら、退

院に向けての取組を行っていくという議論を行って

います。退院の話をはぐらかされていると感じている

患者さんの声をすくい上げられるような看護。生活支

援を行っていけるよう、それらの内容を研修しながら

検討して、職員の間に周知徹底していけるような機会

を持つようにしていきたい」とのお返事でした。 

大阪では、外部の訪問者と病院とのやり取りがこの

ようになされています。こうした活動が全国において

なされることを望んでいます。 

 


